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１ 我が国のスポーツ行政の
ねらいとしくみ

1）スポーツ行政とねらい
スポーツについて、スポーツ基本法の前

文では「心身の健全な発達、健康及び体力の
保持増進、精神的な充足感の獲得、自立心
その他の精神の涵養等のために個人又は集
団で行われる運動競技その他の身体活動で
あり、今日、国民が生涯にわたり心身とも
に健康で文化的な生活を営む上で不可欠な
ものとなっている。スポーツを通じて幸福
で豊かな生活を営むことは、全ての人々の
権利であり、全ての国民がその自発性の下
に、各々の関心、適性等に応じて、安全か
つ公正な環境の下で日常的にスポーツに親
しみ、スポーツを楽しみ、又はスポーツを
支える活動に参画することのできる機会が
確保されなければならない。」と述べている。
スポーツ行政とは、このスポーツの振興

を図っていく上で、国や地方公共団体（都道
府県や市区町村）が行う政務のうち「スポー
ツ事象」について取り上げるものである。
国や地方公共団体が人々のスポーツ諸活

動について、関係する法律・政令その他の
法律（省令、条令）の規制の範囲において、

スポーツにかかわる直接的・間接的諸条件
（人的・物的・制度的など）を整えること及
びスポーツを広く普及、奨励、推進するこ
とがねらいとなる。
スポーツという文化は本質的には、スポーツ
を愛好、享受する人々の自発性や主体性と
いったものが尊重されるべきものであり、
強い法的な制御になじみにくく、「規制」よ
り「助成（支援、奨励）」が主体となるもので
あることから、国民があらゆる機会とあら
ゆる場所においてスポーツを親しむことが
できるようなスポーツ環境（諸条件）を整え
ることが重要である。
2）スポーツ基本法について
我が国のスポーツ振興の根拠法であった

スポーツ振興法が50年ぶりに全面改正され、
「スポーツ基本法」が平成23年に制定された
ことから、スポーツ行政を学ぶ上で重要な
関係法として特に取り上げるとともに、ス
ポーツ基本法の制定を視野に入れつつ、今
後我が国のスポーツ政策の基本的方向性を
示す「スポーツ立国戦略」が平成22年文部科
学省から発表されており、スポーツ振興基
本計画に代わるものとして取り上げた。
スポーツ基本法は、スポーツに関し、基

本理念を定め、並びに国及び地方公共団体
の責務並びにスポーツ団体の努力等を明ら
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我が国におけるスポーツ振興方策と行政1については、全体的枠組みと根拠法令の

概要を理解し、地域におけるスポーツ振興方策と行政のかかわりを具体的に把握する

ことが重要であるが、平成22年には「スポーツ立国戦略」が発表され、平成23年にス

ポーツに関する法律「スポーツ基本法2」が制定され、平成24年には「スポーツ基本計

画」も発表されることから、国のスポーツへの取組みが大きく変化をしてきている。

このことから現時点では、国の「スポーツ基本法」、「スポーツ立国戦略」について取

り上げることにし、地域におけるスポーツ振興方策の現状と課題については、従来の

「スポーツ振興法」、「スポーツ振興計画」に基づいての取り組みがなされていることか

ら、都道府県及び市区町村のスポーツ行政組織についてはそれを踏まえての取り組み

を学習する。さらに、スポーツ活動の場として期待されている地域住民主体の総合型

スポーツクラブの役割と機能についても理解を深める。

1行政
内閣以下の国の機関又
は公共団体が法律・政
令その他法規の範囲内
で行う政務

2 スポーツ基本法
昭和36年に制定され
たスポーツ振興法が全
面改正され、平成23
年に制定された我が国
のスポーツ振興に関す
る最も直接的な法律
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かにするとともに、スポーツに関する施策
の基本となる事項を定めており、前文、総
則、スポーツ基本計画等、基本的施策、ス
ポーツ推進体制にかかわる体制の整備、国
の補助等から構成されている。
前文では、スポーツの意義、効果等につ

いて定めるとともに、スポーツ立国を目指
し、国家戦略としてスポーツ施策を推進す
ることを明記し、スポーツを通じて幸福で
豊かな生活を営むことは全ての人々の権利
であるとしている。
第１章　総則

スポーツに関する基本理念、国・地方公
共団体・スポーツ団体の責務・努力等を定
めており、基本理念は次の８項目にわたっ
て定められている。
○ 自主的・自立的なスポーツ活動
○ 学校・スポーツ団体・家庭・地域の相互
連携

○ 人々の交流促進・地域間の交流の基盤整
備

○ スポーツを行う者の心身の健康の保持増
進・安全の確保

○ 障害者が自主的かつ積極的にスポーツを
行うことができるようにするための配慮

○ 競技水準の向上に資する諸施策相互の有
機的な連携・効果的な実施

○ 国際相互理解の増進・国際平和への寄与
○ スポーツに対する国民の幅広い理解・支
援

第２章　スポーツ基本計画等

国の「スポーツ基本計画」、地方公共団体
の「地方スポーツ推進計画」について定めて
おり、文部科学大臣は、スポーツに関する
施策の総合的・計画的な推進を図るため、
スポーツ基本計画を定めなければならない
とし、地方公共団体は、スポーツ基本計画
を参酌して、その地方の実情に即した地方
推進計画を定めるよう努めることとしてい
る。
第３章　基本的施策

次のような内容になっている。

第４章のスポーツの推進にかかわる体制
の整備では、政府にスポーツ推進会議を設
けることを規定し、都道府県・市町村に、
スポーツ推進審議会等の合議制の機関をお
くことができることが規定されている。
また、第５章では国・地方公共団体の補

助について定めており、スポーツ基本法が
我が国のスポーツ振興の根拠法であること
がわかる。
3）国のスポーツ行政のしくみ
■ 我が国のスポーツ振興体制
我が国のスポー
ツ振興を健康づ
くりや体力づく
りまで広げて捉
えると多くの行
政組織がかかわ
ることとなる。
しかし、我が
国のスポーツ行
政組織について
は、「国家行政

スポーツ基本法で示されている基本的な施策
◎基礎的条件の整備

・指導者の養成等

・スポーツ施設の整備等

・学校施設の利用

・スポーツ事故の防止等

・スポーツ紛争の迅速・適正な解決

・スポーツに関する科学的研究の促進等

・学校における体育の充実

・スポーツ産業の事業者との連携等

・スポーツに係る国際的な交流及び貢献の推進

・顕彰

◎地域スポーツの推進

・地域におけるスポーツの振興のための

事業への支援等

・スポーツ行事の実施、奨励

・体育の日の行事

・野外活動及びスポーツ・レクリエーション

活動の普及奨励

◎競技スポーツの推進

・優秀なスポーツ選手の育成等

・国体・全国障害者スポーツ大会

・国際競技大会の招致又は開催の支援等

・企業・大学等によるスポーツへの支援

・ドーピング防止活動の推進

近年の主な方策 法律 

＜S36＞ ＜H12＞ 
スポーツ振興基本計画 

＜H18＞ 
スポーツ振興基本計画改定 

＜H22＞ 
スポーツ立国戦略 

＜H24予定＞ 
スポーツ基本計画 

ス
ポ
ー
ツ
振
興
法 

＜H23＞ 
ス
ポ
ー
ツ
基
本
法 

スポーツの根拠法と主な方策
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組織法」や「文部科学省設置法」、「スポーツ
基本法」などで規定されており、国において
は文部科学省が、地方においては都道府県
および市（区）町村の教育委員会がスポーツ
行政の主務機関であると定めているが、地
方教育行政の組織及び運営に関する法律（地
教行法）の改正（平成20年）により地方公共団
体の長もスポーツに関する事務（学校におけ
る体育に関する事務を除く）を管理し、執行
することができることとなっている。
また、スポーツの振興には行政のみなら

ず民間団体も重要な役割を果たしているこ
とから、我が国のスポーツ振興体制につい

てスポーツ行政組織を中心として図にして
みると、（図１）のように示すことができる。
■ 文部科学省のしくみ
先述したようにスポーツの振興に関する

国の主務官庁は、従来は文部省であったが
省庁再編3により平成13年からは文部科学省
となっている。
そのしくみは文部科学省設置法で定めら

れ、内部部局が大臣官房のほか７局があり、
スポーツの振興に関することはスポーツ・
青少年局の所掌である。（図２）
スポーツ・青少年局の事務はスポーツの

振興に関し、企画、指導し助言及び援助を

第8章 地域におけるスポーツ振興

3省庁再編
・文部省→文部科学省
・体育局→スポーツ・
青少年局
・所掌事務
（旧）文部省設置法　
「体育（スポーツを含
む）の振興」
（新）文部科学省設置
法　「スポーツの振興」
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青少年企画課 
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振興課 
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教育委員会 
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都道府県レクリ 
エーション協会 
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都道府県　　 
種目領域団体 

市区町村　　 
種目領域団体 

その他のスポーツ団体 

地域スポーツクラブ 
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図１●我が国のスポーツ組織の体制図（平成２３年４月現在）
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あたえること、また国際的又は全国的な規
模において行われるスポーツ事業に関し、
連絡し、援助することである（文部科学省組
織令第10条）。
スポーツ・青少年局には、スポーツ・青

少年企画課、スポーツ振興課、競技スポー
ツ課、学校健康教育課、青少年課の５課が
あり、スポーツに関係する事務を所管する
課は、主にスポーツ・青少年企画課、スポーツ
振興課、競技スポーツ課である。

２ 我が国のスポーツ振興施策

1）主な施策
国及び地方公共団体のスポーツ振興施策

は、スポーツ基本法の総則での基本理念等
やスポーツ基本計画等に示されているよう
に国民がスポーツをすることができるよう
な諸条件の整備に努めることであることか
らスポーツ環境を整えていくことが中心と
なる。
今日、我が国のスポーツ振興施策は生涯

スポーツ社会の実現に向けた生涯スポーツ
の推進と国際競技力の向上が両輪となって
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おり、その主な施策の柱として下記が挙げ
られる。
具体的には、スポーツ基本法第３章にあ

るような基本的な施策を、社会の変化、時
代の進展を背景に、国民のスポーツ活動状
況等を考慮しつつ、スポーツの推進のため
の環境の整備等に努めていくことを目的と
している。
2）「スポーツ立国戦略」のあらまし
平成13年度から概ね10年間のスポーツ政

策として「スポーツ振興基本計画」が告示さ
れ、実施されてきた。
続く概ね10年間の政策として「スポーツ立
国戦略」が平成22年に発表された。
その内容は、目指すべき姿を「新たなスポー
ツ文化の確立」とし、基本的な考え方を「人
（する人、観る人、支える（育てる）人）の重
視」、「連携・協働の推進」としている。
そして、下記５つの重点戦略と、法制

度・税制・組織・財源などの体制整備等を
掲げている。

５つの重点戦略

■ ライフステージに応じた

スポーツ機会の創造

■ 世界で競い合うトップアスリートの

育成・強化

ス
ポ
ー
ツ
・
青
少
年
局 

局　　長 

官房審議官 

スポーツ・ 
青少年総括官 
 

スポーツ・ 
青少年企画課 

スポーツ振興課 

中央教育審議会スポーツ・青少年分科会 

■スポーツの振興に関する企画立案 
■スポーツの国際文化交流の振興に
　関すること 
■体力の保持及び増進の推進 
■地方公共団体に対しスポーツに係
　わる指導助言 
■スポーツ指導者に対し指導助言 

■スポーツ・青少年局の総合調整 
■スポーツの振興に関する基本的な
　企画立案 
■スポーツ振興投票に関すること 
■スポーツ施設の整備 
■（独）日本スポーツ振興センターの
　組織・運営 

競技スポーツ課 

学校健康教育課 

青  少  年  課 

参　事　官 

■スポーツに関する競技水準の向上
　に関すること 
■オリンピック、国民体育大会など
　の国際的、全国的な競技水準に関
　すること 

（体力つくり担当） 

■青少年スポーツの振興に関する企
　画立案 
■青少年の体力の保持及び増進の推
　進 
■青少年の健全育成の推進に関する
　こと 
■学校における体育の基準の設定に
　関すること 

図２●文部科学省スポーツ・青少年局の組織について

施策の柱
・スポーツ施設の整備・充実
・優れたスポーツ指導者の養成・確保
・多彩なスポーツ振興事業の展開
・スポーツ団体の育成・支援

【目標】
●国民の誰もが、それぞれの体力や年齢、技術、興味・
目的に応じて、いつでも、どこでも、いつまでもス
ポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会を実
現する。

●その目標として、できるかぎり早期に、成人の週１
回以上のスポーツ実施率が３人に２人（65パーセント
程度）、成人の週３回以上のスポーツ実施率が３人に
１人（30パーセント程度）となることを目指す｡（図
３）。

●豊かなスポーツライフを実施する基礎となる学校体
育・運動部活動の充実を図る。
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■ スポーツ界の連携・協働による

「好循環」の創出

■ スポーツ界における透明性や公平・

公正性の向上

■ 社会全体でスポーツを支える基盤整備

３ 学校運動部活動と外部指導者

学校における体育・運動部活動の充実につ
いては「スポーツ立国戦略」の重点戦略でも強
調されているが現時点では「スポーツ振興基本
計画」での取り組みを踏まえ現状を把握しつつ
充実を図っている。
1）学校運動部活動について
従来の「スポーツ振興基本計画」では運動
部活動は、学校の指導のもとにスポーツに
興味をもつ同好者で組織し、部員同士の切
磋琢磨や自己の能力に応じてより高い水準
の技能や記録に挑戦する中で、スポーツの
楽しさや喜びを味わい、豊かな学校生活を
経験する活動であり学校教育活動であると
述べている。
しかしながら、最近、少子化による生徒

数の減少、運動以外の活動への興味・関心
などによる運動部活動への参加生徒数の減
少、指導者の高齢化や実技指導力不足のた
めに、競技種目によっては、チームが編成
できない、あるいは、十分な指導ができな

第8章 地域におけるスポーツ振興

【目標】
●スポーツ団体のガバナンスを強化し、団体の管理運
営の透明性を高めるとともに、スポーツ紛争の迅速･
円滑な解決を支援し、公平・公正なスポーツ界を実
現する。

●ドーピングのないクリーンで公正なスポーツ界を実
現する。

【目標】
●地域スポーツ活動の推進により「新しい公共」の形成
を促すとともに、国民のスポーツへの興味・関心を
高めるための国民運動の展開や税制措置等により、社
会全体でスポーツを支えるための基盤を整備する。
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内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」（平成21年９月）に基づく文部科学省推計 

図３●成人のスポーツ実施状況の推移（週１回以上の実施率）

【目標】
●トップスポーツと地域スポーツの好循環を創出する
ため、広域市町村圏（全国300箇所程度）を目安とし
て、拠点となる総合型クラブ（「拠点クラブ」）に引退
後のトップアスリートなど優れた指導者を配置する。

●学校と地域の連携を強化し、人材の好循環を図るた
め、学校体育・運動部活動で活用する地域のスポー
ツ人材の拡充を目指す。

【目標】
●世界の強豪国に伍する競技力向上を図るため、ジュ
ニア期からトップレベルに至る体系的な強化体制を
構築する。

●今後の夏季・冬季オリンピック競技大会について、そ
れぞれ過去最多（夏季37（アテネ）、冬季10（長野））を
超えるメダル数の獲得を目指す。またオリンピック
競技大会及び世界選手権大会において、過去最多（夏
季52（北京）、冬季25（ソルトレイクシティー））を超え
る入賞者数を目指す。
さらに、将来を見据えた中・長期的な強化・育成戦
略を推進する観点から、各ジュニア選手権大会のメ
ダル獲得数の大幅増を目指す。

●トップアスリートがジュニア期から引退後まで安心
して競技に専念することができる環境を整備する。

●国際競技大会等を積極的に招致・開催し、競技力向
上を含めたスポーツの振興、地域の活性化等を図る。
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活動での外部指導者の導入、活用が確実に
図られてきている。

４ 都道府県スポーツ行政組織の
しくみとねらい

1）都道府県のスポーツ行政組織のしくみ
都道府県のスポーツ行政組織は、地方教

育行政の組織及び運営に関する法律（以下、
地教行法）やスポーツ基本法に定められてい
る。
地教行法第23条、教育委員会の職務権限

で、「スポーツに関すること」について教育
委員会が管理し、執行するとしている。
スポーツ基本法第10条では、都道府県及

び市町村の教育委員会は、スポーツ基本計
画を参酌して、その地方の実情に即したス
ポーツの振興に関する計画を定めるよう努
めるものとするとしており、地方公共団体
の教育委員会においてスポーツ行政が第一
義的に司られている。
しかし、地教行法で、地方公共団体の長

がスポーツに関する事務及び執行すること
ができるとされたことから各都道府県にお
いては、教育委員会ばかりでなく都道府県
の知事部局にもスポーツを担当する独立し
た専管課を設置するようになってきている。
名称については、都道府県によって異な

っているが教育委員会内での名称をみると
スポーツという名称を用いる都道府県が多
くなってきていることが伺える。
平成22年の日体協資料によれば、体育課

（保健体育課等を含む）やスポーツ課（スポー
ツ振興課等を含む）などの１課体制が全国の
３分の２ほどであるが、体育課（保健体育課
等を含む）やスポーツ課（スポーツ振興課等
を含む）の２課体制で対応する都道府県も３
分の１を占めるようになってきている。
2）都道府県のスポーツ行政のねらい
スポーツ行政のねらいについては、従来

のスポーツ振興法第３条において国や地方
公共団体は、国民がスポーツをすることが
できるような諸条件の整備に努めねばなら

くなるなどの状況があると指摘している。
学校スポーツの中心である学校運動部活

動が、我が国のスポーツの普及、発展に、
また競技力向上に大きく貢献してきたこと
を考えると、今後の運動部活動については
積極的な改善・充実が求められている。
2）運動部活動と外部指導者との関係について
〈外部指導者の協力環境の整備〉

「スポーツ立国戦略」では、平成24年度か
ら中学校で必修となる武道・ダンスの指導
の充実を図るとともに、少子化に伴う教員
数の減や専門的な指導を行うことができる
運動部活動等の指導者の不足を補い、体育
の授業や運動部活動の充実を図るため、ス
ポーツクラブや関係団体等と連携し、児
童・生徒の実態に対応して、地域のスポー
ツ指導者を外部指導者として学校等に受け
入れることを促進することを示している。
そのためには、運動部活動の改善・充実

の具体的な施策として地域の指導者の協力
の拡大があげられており、地域の指導者の
運動部活動への導入が促進されるようなシ
ステムの構築を図るとともに、運動部の顧
問に加えて地域の指導者に対しても研修の
充実を図ることが求められている。
また、事故発生時の補償の充実について

地方公共団体の取り組みを促すなど、地域
の指導者が安心して協力できるような環境
の整備に努めることが大切である。
さらに、地域の指導者の活用を促進する

ため、地域指導者の学校教育への活用につ
いて学校関係者の理解を深めるとともに、
各学校が地域の指導者の協力を得やすくす
るよう、地方公共団体が設置しているスポーツ
リーダーバンク等の活用・充実を図ること
が重要となっている。
〈外部指導者の活用の現状〉

このような背景の中、文部科学省の平成
13年調査によると外部指導者を活用してい
る学校は、全国で、中学校14,582校、高等
学校5,794校となっている。また、外部指導
者の人数については、中学校18,072人、高
等学校で7,210人となっており、学校運動部

1 地域におけるスポーツ振興方策と行政のかかわり



地域におけるスポーツ振興

第23条教育委員会の職務権限では、「スポー
ツに関すること」については市町村において
も教育委員会が管理し、執行するとなって
いる。また従来のスポーツ振興法第４条で
も市区町村の教育委員会はスポーツの振興
に関する計画を定めるものとなっており、
新たなスポーツ基本法においても第10条で
同様に定めている。
市区町村においても教育委員会にスポー

ツ行政の第一義的役割があることがわかる。
しかしながら、スポーツ行政の窓口とし

て市区町村教育委員会に独立した専管課(体
育課、社会体育課、生涯スポーツ課など)を
設置している自治体は全国で約30％ぐらい
であることから、スポーツ行政組織が整備
されているとはいい難い。
比較的人口の少ない町や村などでは、独

立した「課」ではなく、教育委員会の一つの
「係」が担当する場合が多く、「課」が独立し
ていても「社会教育課」又は「生涯学習課」が
広く社会教育全般を扱う中でスポーツ行政
を担当するなどしている。これに対し、10
万人以上の都市では、ほとんどがスポーツ
行政を担当する独立した課が存在している。
2）市区町村のスポーツ行政のねらい
市区町村のスポーツ行政のねらいについ

ては、スポーツ振興法で示していたように、
国民がスポーツをすることができるような
諸条件の整備に努めることにある。
また、第２章においても、具体的にスポー
ツの振興のための措置について示している
ことから、市区町村においてもスポーツ行
政は、スポーツ振興法を根拠にスポーツ振
興方策を展開して来たといえる。
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ないとしている。
また、同法第２章において、具体的にス

ポーツの振興のための措置について示して
いることから、各都道府県のスポーツ行政
のねらいは、スポーツ振興法を根拠にスポー
ツ振興方策を展開してきたといえる。
現時点では、従来の取り組みに加え、国

の「スポーツ振興基本計画」を参酌し、その
地方の実情に即したスポーツ振興計画のも
とに取り組んでいるといえる。

しかし、今後は前
述してきたように、
「スポーツ立国戦
略」、「スポーツ基本
法」、「スポーツ基本
計画」で示される内
容に基づき取り組む
ことになろう。

3）都道府県の取り組みと「スポーツ振興基本
計画」
基本計画では、スポーツの振興に当たっ

て緊急に対応すべき施策や中・長期的に対
応すべき施策について、国はもとより地方
公共団体、スポーツ団体に対しても、その

取り組みについて示
している。
今まで各都道府県

においてもスポーツ
施策の推進は、この
振興基本計画を中心
に取り組んできたと
思われることから、
振興基本計画におい
て都道府県の取り組
みに対して指摘して
いる施策の主なもの
を紹介しておく。

５ 市区町村のスポーツ行政組織
のしくみとねらい

1）市区町村のスポーツ行政組織のしくみ
都道府県の項で述べたように、地教行法

第8章

Ｂ市における具体的な主な施策の例
●スポーツ振興計画の策定
●地域のスポーツ推進のための組織、団体の充実
●スポーツ施設等スポーツ活動の場の整備・充実
●地域スポーツの指導者の確保や、研修の実施
●地域スポーツクラブの育成と活動の促進
●多彩なスポーツプログラムの展開
●スポーツ情報サービス活動の充実

Ａ県における具体的な施策の例
●スポーツ振興計画の策定
●県民スポーツの日の制定
●県民のスポーツ振興のための事業
・県民スポーツ大会の開催
・地域スポーツクラブの育成・支援

●県体育協会を含む民間スポーツ団体の支援・育成
●スポーツ振興事業団の活動
●指導者の活動支援と養成
●スポーツ施設の整備・活用　　　　　　　　　　等々

振興基本計画で指摘されている施策
●スポーツ振興計画を策定・改定する際、総合型地域
スポーツクラブの育成を計画の中に位置づけること。

●広域スポーツセンターの育成を進めること。
●総合型地域スポーツクラブの育成に取り組んでいる
域内の市町村の連絡協議会を設ける。

●スポーツ指導者の養成・確保については、質の高い
スポーツ指導者を主要なスポーツ施設に配置すると
ともに、指導者の研修の充実を図る。さらに地域の
ニーズに即した人材活用方策の検討。

●スポーツ施設の充実については、総合型地域スポー
ツクラブに必要な、魅力あるスポーツ空間を確保す
ることとし、障害者や高齢者を含む地域住民がスポ
ーツに親しむことができるよう、バリアフリーに留
意しながら整備する。

●地域における的確なスポーツ情報の提供について地
域住民のスポーツ活動に結びつくよう、多様な媒体
を活用した有益な情報提供の実施。
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しかし、今日、スポーツ文化を伝えてい
くことが重要な役割となっているスポーツ
指導者は、スポーツの行い方、取り組み方
はもちろん、スポーツの意義、価値、そし
てスポーツマナー、エチケットなどの道徳
的規範も指導することができなければなら
ない。
そして本当の意味でのスポーツの楽しさ、
面白さ、活動の喜びを味わわせてあげるこ
とのできる指導者、スポーツに対する新し
い感覚を持っている指導者の存在が地域の
スポーツ振興には重要な役割を果たすので
ある。
2）市区町村へのアプローチのポイント
今日、全国の各市区町村では、2010年ま

でに一つ以上の総合型地域スポーツクラブ
の育成に取り組んでおり、将来的には、中
学校区程度の地域ごとにこの総合型地域ス
ポーツクラブを育成することとしている。
この各クラブには、前述したように新し

い感覚を持ち、個々のスポーツニーズに応
じたスポーツ指導ができる質の高い指導者
が求められている。
まさに、これからのスポーツ指導者には

活動の場が広がっていくことが展望できる
ことから、スポーツ指導者は、積極的にそ
の存在をアピールし、スポーツ行政を理解
しつつ、市区町村や地域のスポーツクラブ
へのアプローチが重要となる。
そして多くの優れたスポーツ指導者が各

地域、各クラブで活動、活躍することによ
り、スポーツ指導者の役割の重要性がより
理解され、我が国のスポーツの振興はもと
より、スポーツに対する価値観を高めてい
くことになると思われる。

―――――――――――――――――――――
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3）市区町村の取り組みと「スポーツ振興基本
計画」
今後、市区町村においてもスポーツ施策

の推進は現状の取り組みに加えて、この「ス
ポーツ振興基本計画」の指摘を受けて取り組
んできているが、都道府県に対しての指摘
と重複するところもあるため、主な施策に
ついて紹介しておく。

６市区町村スポーツ行政組織へ
の積極的なアプローチ

1）地域におけるスポーツ指導者の役割
生涯スポーツ社会実現のため、国民一人

ひとりが多様なニーズや能力に応じてスポー
ツを実践する能力を高め、継続的な活動が
できるようにするためには、資質や能力の
高い指導者の存在が不可欠である。
地域のスポーツ指導者は、スポーツ文化

を直接的に地域の人々に伝える役割を担っ
ている。そのため、特に地域で活動する指
導者は自らスポーツ文化を理解し、スポー
ツへ参加する人々とお互いに尊敬しあい、
参加者の立場に立って指導、支援していく
ことが求められる。
従来の指導者は、どちらかというとスポー
ツ技術や技能、戦術などに関する指導が中
心となっていた。

1 地域におけるスポーツ振興方策と行政のかかわり

※網掛けは都道府県と重複している施策

振興基本計画で指摘されている施策
●スポーツ振興計画を策定・改定する際、総合型地域
スポーツクラブの育成を計画の中に位置づけること。

●総合型地域スポーツクラブの育成を積極的に推進。
●総合型地域スポーツクラブの活動拠点となる地域の
公共スポーツ施設の充実を図るとともに学校体育施
設の開放、地域との共同利用を促進する。

●質の高い指導者を主要なスポーツ施設に配置すると
ともに、指導者の研修の充実を図る。また、地域の
ニーズに即した人材活用方策を検討。

●スポーツ振興の推進役として期待される体育指導員
について熱意と能力ある指導者の活用。

●スポーツ施設の充実については、総合型地域スポー
ツクラブに必要な、魅力あるスポーツ空間を確保す
ることとし、障害者や高齢者を含む地域住民がスポ
ーツに親しむことができるよう、バリアフリーに留
意しながら整備する。

●地域における的確なスポーツ情報の提供について地
域住民のスポーツ活動に結びつくよう、多様な媒体
を活用した有益な情報提供の実施。


